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1．はじめに

日本列島は，アジアモンスーン地帯のプレート境
界に位置する．プレート運動による火山活動で作ら
れた急峻な脊梁山脈が列島を貫き，山々が季節風を
受け止めて雨をもたらす．河川は短く急こう配で，
山地が多いため居住地は河口部の低地に限られる．
風光明媚で温暖な気候な日本だが，地震，火山，風
水害に晒されることが度々あり，日本の自然は慈母
であると共に厳父でもある．
　先人は災害文化とも言える日本文化を育み，自然
とうまく折り合いをつけてきた．災害危険度の高い
場所を避けて作られたかつての集落は，近年の大災
害でも被害が軽微に留まっている．
　日本の歴史教育では，災禍の歴史を学ぶ機会は少
ないが，両者を結び付けてみると，災禍が重なった
ときに歴史の転換期を迎えてきたことに気付く．例
えば，直近 3 回の南海トラフ地震前後の歴史を振り
返ってみると下記のようになる．
　1707 年宝永地震の前後には，1703 年元禄関東地
震，07 年富士山の宝永噴火，08 年京都大火と続いた．
この結果，元禄の豊かな時代が終わり，09 年正徳
の治や 16 年享保改革が行われ，質素倹約の時代に
なった．
　1854 年安政東海地震・南海地震の前後には，53
年小田原地震，54 年伊賀上野地震，55 年安政江戸
地震，56 年安政の台風，57 年伊予・安芸の地震，
58 年安政のコレラと飛越地震などが続発し，その
後，安政大獄，60 年桜田門外の変から 67 年大政奉
還へと続いた．
　1944 年・46 年昭和東南海地震・南海地震の前後は，
日本は歴史上最も苦難な時代だった．1918 年にス
ペイン風邪が蔓延し，21 年原敬暗殺，23 年大正関
東地震と続いた．関東地震では，10 万 5 千人に及

ぶ死者と国家予算の 3 ～ 4 倍にも及ぶ経済被害を出
した．死者のうち約 7 万人は東京で発生し，うち 6
万人は地盤が軟弱な隅田川以東で犠牲になった．一
方，約 3 万人の犠牲者を出した神奈川県は，震源域
に近かったため，火災に加え，揺れによる家屋倒壊
や地盤災害・津波被害が多かった．
　この地震では，内藤多仲が耐震設計していた建物
が無被害だったこともあり，翌年，市街地建築物法
に耐震規定が導入された．ただし，そこで想定され
た揺れは，神奈川の揺れではなく揺れの被害が相対
的に小さかった東京本郷の揺れである．また，震災
後には後藤新平による帝都復興計画が推進され，現
在の東京の都市基盤が整備された．
　関東地震の発生以降の四半世紀には，25 年北但
馬地震，27 年北丹後地震，30 年北伊豆地震，33 年
昭和三陸地震，34 年室戸台風，43 年鳥取地震，45
年三河地震・枕崎台風，47 年カスリーン台風，48
年福井地震が続発した．
　この間，大正デモクラシーの時代は，27 年金融
恐慌，31 年満州事変，32 年 5・15 事件，33 年国連
脱退 36 年 2・26 事件，37 年日中戦争を経て，41 年
に太平洋戦争，45 年敗戦へと至った．しかし，幸
か不幸か朝鮮戦争特需のおかげで産業が復活し国際
社会に復帰することができた．
　このように，南海トラフ地震が起きると西日本が
広域に被災し，前後に内陸直下の地震や感染症，風
水害が重なることも多いので，歴史が大きく動く．
南海トラフ地震に限らず，国内外の歴史の背景を見
ると，様々な災禍の影響が感じられる．
　住宅は，数十年にわたって生活の基盤となるもの
である．日本に住む限り，自然災害を避けることは
できない．だが，相対的に安全な場所に住み，自然
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ており，犠牲者数が増加し始めている点は注意が必
要である．
　表 1 は，気象庁が命名した気象災害の一覧である．
表の左側が昭和の後半，右側が平成以降の災害であ
る．左右を比較すると，昭和は台風災害が多く，平
成は豪雨災害が多いことが分かる．ただし，令和元
年には，本州を襲った台風としては 58 年ぶりに命
名された房総半島台風と東日本台風が発生してお
り，気候変動に伴う台風の大型化が心配される．
　図 2 は，アメダスによる 1 時間降水量 50mm 以
上の年間発生回数である．治水レベルを超える降水
量の豪雨が増えている様子が分かる．とくに，気候
変動の影響もあり，梅雨前線が北上するようになり，
東北以北での水害が増加している．
　水害危険度が増大している中，財政難のため治水
対策の限界も明らかになってきた．このため，国土

に負けない強固な家にすることは可能である．どん
な災害が起きても住み続けられるよう，家づくりは
百年スパンで考えたい．

2．増大・激甚化する風水害

　図 1 は，1945 年以降の自然災害による犠牲者数
の変遷を示したものである．戦後，台風などによっ
て毎年のように千人を超す犠牲者が出ていたが，5
千人を超す犠牲者を出した 1959 年伊勢湾台風を
きっかけに，風水害の犠牲者が激減した．1961 年
に災害対策基本法が制定され，行政による治水対策
が徹底したことによる．一方，地震による犠牲者は
寧ろ増大している．これは，地震災害軽減には国民
や民間企業による被害軽減対策が不可欠だが，その
努力が不十分なためである．ただし，風水害に関し
ても，近年になって，治水対策を超える災害が増え

表 1　気象庁が命名した気象災害の一覧

図 2　1 時間降水量 50mm 以上の年間発生回数
（内閣府資料より）

図 1　自然災害による犠牲者数の変遷数
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おくことも効果的である．災害に合いにくい宅地選
びの基本は，「君子危うきに近寄らず」である．

3．切迫する地震災害

　1923 年関東地震から 100 年が経つ．図 3 に示す
ように首都圏では，関東地震が発生して 100 年後く
らいから地震活動が活発化すると考えられている．
このため，地震調査研究推進本部は，今後 30 年間
に M7 クラスの地震の発生確率が 70％程度である
との長期評価を示している．
　図 4 は関東地震以降に日本列島周辺で発生した巨
大地震の位置を示したものである．全部で 11 個あ
り，概ね 10 年に 1 回の割合で M8 クラスの地震が
発生している．既に 2011 年東北地方太平洋沖地震
から 12 年が経つので，いつ次の地震が起きてもお
かしくはない．図を見ると，関東以西での地震は少
ないことに気づく．そこで発生する巨大地震が南海
トラフ地震である．過去，南海トラフ地震は，図 5
のように100～150年の間隔で繰り返し起きてきた．
このため，政府地震調査研究推進本部は，今後 30
年間の地震発生確率を 70 ～ 80％と評価している．
また，日本海溝・千島海溝沖では，概ね 500 年周期
で M9 クラスの地震が起きており，前回は 17 世紀
であることから，超巨大地震の発生が心配されてい
る．

交通省は，流域治水という考え方を提示している．
水が溢れても水を貯められる場所を確保すると共
に，立地適正化など危険な場所への居住制限を進め
るなど，あらゆる対策を組み合わせようとする試み
である．
　さらに，2020 年には，宅地建物取引業法施行規
則の一部が改正され，不動産取引時に，水害ハザー
ドの説明が義務化された．また，豪雨や強い揺れに
よって，地すべり，土石流，がけ崩れなどのも発生
する．このため，土砂災害警戒区域の指定などを通
して，土地利用の制限が行われるようになった．
　各自治体からは，河川が氾濫する外水氾濫に加え，
排水能力不足で発生する内水氾濫，土砂災害などの
ハザードマップが公表されている．一般に，外水氾
濫は河川の狭窄部，屈曲部，合流部，橋梁部で，一
方，内水氾濫は窪地で発生しやすい．
　地形や災害地名は，ハザードを考える上で多くの
ヒントを教えてくれる．かつて湖沼や河道，水田だっ
た場所や，干拓地，埋立地，谷の出口，谷筋，崖下
などの地形は危険度が高い．また，サンズイなど水
辺の地名，竜や蛇などの動物名が付く地名などは，
地名の由来を調べてみると良い．さらに，図書館な
どで市町村史を調べ，過去の災害の記述を確認して

図 5　南海トラフ地震の発生履歴
（地震調査研究推進本部より）図 4　日本列島周辺で百年間に起きた巨大地震

図 3　南関東で発生した M6 以上の地震
（内閣府資料より）
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応資源が圧倒的に不足するため，大量の関連死が予
想される．これに加え，被災地には日本の製造業の
60％以上が立地している．産業が早期に回復しなけ
れば，日本産業は国際競争力を失って国難とも言え
る事態になる．住宅に加え，地震後も事業を継続で
きる産業施設にする必要がある．
　南海トラフ沿いの地震は，震源域の東西で分かれ
て発生することが多く，昭和の地震では 2 年，安政
の地震では約 30 時間の時間差で 2 つの地震が発生
している．このため，東西どちらかで地震が発生し
た場合（半割れの先発地震）は，極めて切迫した状
況となる．このため，気象庁が南海トラフ地震臨時
情報（巨大地震警戒）を発して，後発地震に対する
警戒を呼び掛ける仕組みが 2019 年に整えられた（図
7）．津波被災自治体は，後発地震が発生した場合に，
津波からの避難の猶予時間が不足する地域を，事前
避難対象地域として指定し，この地域の住民に 1 週
間の事前避難を呼びかける．
　万が一，先発地震で甚大な被害を出せば，世界の
人たちは，同様の被害を出す地震がもう一つ発生す
ることを懸念すると思われ，海上輸送や，為替・株
式相場が混乱することも心配される．このため，先
発地震のハード被害を減らすことが何よりも重要で
ある．
　ちなみに，昨年末には，南海トラフ地震に加え，
日本海溝・千島海溝沿いの地震に対しても，北海道・
三陸沖後発地震注意情報という仕組みが整えられ
た．寒冷地故の津波避難の困難さがあり，情報の活
用が期待される．
　津波被災の可能性のある地域に居住している場住

　地震調査研究推進本部は，様々な地震の長期評価
に基づき，全国地震動予測地図を公表している．図
6 は今後 30 年間に震度 6 弱以上の揺れに見舞われ
る確率の分布である．主要な活断層の近傍に加え，
首都直下地震，南海トラフ地震，日本海溝・千島海
溝沿いの地震の被災地域の確率が高く評価されてい
る．
　このため，これらの地震に対して，中央防災会議
が地震被害想定を行っており，その被害量は，2011
年東日本大震災を大きく上回っている．中でも，西
日本を広域に襲う南海トラフ地震では，国民の半数
が被災するため，最悪，直接死 32 万 3 千人，全壊
家屋238万棟などの被害が予測されている．これは，
東日本大震災の被害の 15 倍にも当たる．
　ちなみに，死者の多くは津波によるものだが，全
壊家屋の約 9 割は揺れと火災が主たる原因である．
例え揺れによる全壊や焼失を免れたとしても，津波
被災地域では，津波により流失してしまう．全壊家
屋数は日本の年間住宅建設戸数の 3 倍に相当する．
このため，早期の住宅再建は不可能であり，千万人
近くの人が，長期間家を失うことになる．このため，
住み続けられる住宅を持つことが何より重要であ
る．
　さらに，避難所，医療，福祉・介護などの災害対

図 7　南海トラフ地震臨時情報の仕組み
（内閣府資料より）

図 6　全国地震動予測地図
（地震調査研究推進本部資料より）
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ライフラインは途絶し，道路復旧にも時間がかかる．
浸水危険度の高い場所であれば，孤立の懸念もある．
　東京の産業は第三次産業に偏っている．このため，
工業用水が廃止され，電力，都市ガス，石油精製な
どは，隣接する千葉県や神奈川県に依存している．
食料自給率は 0 に近く，物流が長期間途絶えれば生
活の維持は難しい．あらゆることを他に依存する状
況は，防災・減災の基本である自律分散，地産地消
の考え方に反する．
　平成の 30 年間には，1995 年阪神・淡路大震災と
同規模（M7.3）の内陸直下の地震が他に 2 つ発生し
た．2000 年鳥取県西部地震と 2016 年熊本地震であ
る．阪神・淡路大震災の最大震度は 7，直接死と全
壊棟数は 5,500 人と 104,906 棟だったが，鳥取県西
部地震では，6 強，0 人と 435 棟，熊本地震では 7，
50 人と 8,667 棟だった．2021 年時点の兵庫県，鳥取
県，熊本県の人口は 543 万人，55 万人，173 万人で
ある．兵庫県と鳥取県の人口比は 10 倍だが，死者
は無限大，全壊家屋は 240 倍もの差がある．人口集
中と共に，被害が加速度的に増大しており，過度な
人口集中の深刻さが分かる．
　同じ場所での地震でも，時代差がある．1703 年
元禄関東地震と大正関東地震での，江戸府内と東京
市の犠牲者数を比較すると，地震規模が大きかった
元禄の地震では 340 人，大正の地震は約 200 倍の
68,660 人だった．大正期の東京市の人口は元禄期の
約 6 倍である．大正関東地震では火災による死者が
多数を占め，約 85％は隅田川以東の低平地で発生
した．隅田川の東側の人口は東京市の約2割なので，
東側の死亡率は西側の 20 倍以上になる．家屋倒壊
による死亡率も，隅田川以東は以西の 3 倍以上だっ
た．
　この地震の震源は相模湾北西部であり，図 9 に示

民は，南海トラフ地震臨時情報や北海道・三陸沖後
発地震注意情報について，予め十分に学んでおき，
事前避難などの防災行動を的確にすることが必要で
ある．一方，これから宅地を探す場合には，ハザー
ドマップなどを確認し，可能な限り津波被災地域を
避けた宅地選びが望まれる．

4．�経済性と効率化で他者に依存した大都市の
生活

　科学技術が進化し，多くの人が自然と隔離した人
工環境で生活するようになり，自然への畏れを忘れ，
経済性や効率を優先する人々が増えてきた．
　戦後 78 年が経ち，7200 万人弱だった日本の人口
は，現在 1 億 2500 万人である．この間，首都圏 1
都3県の人口は3.9倍に増加して3700万人となった．
増加率は，それぞれ神奈川 4.9 倍，東京 4.0 倍，埼
玉 3.6 倍，千葉 3.2 倍である．これに対し，島根と
秋田 0.77 倍，山形 0.79 倍，徳島 0.84 倍，高知 0.87
倍など，東京から離れた地方の人口減少は著しい．
　東日本大震災では，震源から離れた首都圏で，液
状化，タンク火災，計画停電，帰宅困難などの被害
が発生した．しかし，震災後も首都圏への一極集中
が続き，沿岸低地に高層ビルが建設され続けている．
　人口集中は，建物の密集化，高層化，町の拡大を
もたらす．集中は，効率的だが，同時被災する暴露
量やハザードを増加させる．密集化は延焼危険度を，
高層化は揺れの危険度を，低地や丘陵地への拡大は，
揺れ・液状化・浸水と土砂災害の危険度を増す．高
速公共交通に頼る長距離通勤のリスクも大きい．
　図 8 のように，海抜ゼロメートル地帯に立地する
タワーマンションには，様々な危険がある．エレベー
タが止まれば上下移動が困難になり，停電すれば，
空調，上下水道が使えない．地盤が液状化すれば，

図 8　湾岸のリスク 図 9　大正関東地震の震度分布 1）
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は，柱と梁の接合部の構造損傷を許容し，生存空間
を確保するように設計している．従って，台地に建
つ壁の多い低層マンションと，軟弱地盤に建つ壁の
少ない中層マンションでは，地震後の生活の継続性
は大きく異なる．後者の場合には，震度 5 程度の揺
れで部分的に損傷する可能性がある．経済性や，便
利さ，見栄えを優先すれば安全性は法律ギリギリに
なる．
　ライフライン途絶時のエネルギーの自立も重要で
ある．発電所の多くは，危険度の高い沿岸部に立地
している．日本は，東西で電気の周波数が異なるの
で東西での融通も限られる．LNG などの燃料や工
業用水が届かなければ発電はできない．ライフライ
ンは相互に依存しており，一つが止まるだけで全て
停止する．再生可能エネルギーや蓄電池，井戸の準
備など個人の対策が望まれる．
　郊外の戸建て住宅であれば，自立住宅化は容易で
ある．我が家も 4 電池，井戸，家庭菜園などの備え
をしている．一方で，大都市のマンション住民には，
二地域居住を推奨したい．テレワークを活用して普
段は地方で生活し，時々東京に行く現代版の参勤交
代制である．地方には空家も多い．既存ストックを
耐震化して活用すれば，二地域居住やグランピング
に使え，大災害時には疎開先にもなる．自然豊かで
安全な地方に住み，各地の伝統や文化を享受する生
活スタイルである．7 月末に閣議決定された新たな
国土形成計画と国土強靭化基本計画の要点は，イン
フラ・ライフラインの強靱化，デジタルの活用，官
民の連携，地域の防災力強化と活性化であり，これ
らにより活力ある安全・安心な日本を実現しようと
している．

6．おわりに

　孫子の兵法に「知彼知己百戦不殆」との一文ある．
ハザードマップなどで敵の強さを知り，危険を避け，
住宅を強固にすれば，災害を乗り越えられる．敵の
強さが分かれば対処法はある．最近では，地震でも
揺れにくい免震住宅や，水に浸かっても，住宅内に
浸水せず浮上する耐水災住宅が開発されている 2）．
　関東地震から 100 年の今，過去の災禍を思い出し，
万が一，南海トラフ地震，首都直下地震，富士山噴
火の大連動があったとしても，生活が継続できる安
全な住宅を作っていきたい．

すように，震源域に近い神奈川や千葉に比べ，東京
の震度は小さい．しかし，旧利根川沿いや，隅田川
以東の軟弱地盤での震度が大きい．すなわち，軟弱
な地盤にまちが拡大し，強い揺れで木造家屋が倒壊
し，家屋密集と強風により延焼が拡大したことが東
京の被害の主原因であることが分かる．
　首都圏は，三重のプレート上の軟弱な堆積層の上
にある．西には過去に噴火を繰り返してきた富士山
や箱根の火山群が存在する．東京一極集中を続けて
いていいのか再考すべき時である．

5．住み続けられる住宅で災害を乗り越える

　南海トラフ地震や首都直下地震などの大規模地震
では，行政の力は全く足りない．あらゆる国民が事
前に備え，自らの命は自ら守り，互いに助け合って
災害を乗り越えるしかない．地震災害の被害軽減の
ためには，住宅や建物の耐震化が一丁目一番地であ
る．大災害後にも住み続けられる住宅や，働き続け
られるビルや工場を実現する必要がある．
　現行の耐震基準は，建築基準法第一条「この法律
は，建築物の敷地，構造，設備及び用途に関する最
低の基準を定めて，国民の生命，健康及び財産の保
護を図り，もつて公共の福祉の増進に資することを
目的とする．」のように最低基準でしかない．一度
の地震に対して命を守る基準であり，続発する地震
に対して生活や事業の継続を保証するものではな
い．建物の一層の耐震強化が必要である．
　一般に，戸建て住宅の耐震設計では，床面積に応
じた壁量を確保する方法が採用されている．壁量は，
過去の震災経験に基づいて定められており，設計法
が簡便故，裕度も大きい．このため，震度 7 の揺れ
を 2 度経験した熊本地震でも，2000 年以降の戸建
て住宅の被害は殆ど無被害だった．
　一方で，マンションなどの一般建築は，構造計算
によって安全性が確認されている．多少専門的にな
るが，よく用いられている許容応力度等計算法では，
標準せん断力係数によって地震力が規定されてい
る．標準せん断力係数は，建物の平均的な応答加速
度を意味する．多少の地域差はあるものの，原則，
日本一律，地盤の硬軟によらず，同等の値が用いら
れている．建物の揺れが同等ということは，揺れが
増幅されやすい軟弱地盤に建つ背の高い柔らかい建
物では，小さな地動しか考えていないことを意味す
る．
　実は，壁の多い建物は，強い揺れでも全く損傷し
ないように設計するが，ガラスっぽい柱がちの建物
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